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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式は存在するものの中間（当期）純

損失を計上しているため記載しておりません。 

３. 第４期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しておりま

す。 

回次 第２期中 第３期中 第４期中 第２期 第３期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

売上高（千円） 517,789 1,387,498 1,782,740 1,180,334 3,026,120 

経常損失（千円） 150,777 45,374 88,843 262,164 56,759 

中間（当期）純損失（千円） 77,290 62,862 284,945 237,598 90,804 

純資産額（千円） 84,125 522,326 727,901 584,400 659,868 

総資産額（千円） 1,499,983 956,235 1,386,436 1,392,553 2,951,403 

１株当たり純資産額（円） 220.15 1,204.74 1,549.44 1,348.50 1,486.54 

１株当たり中間（当期）純損

失金額（円） 
205.82 145.02 614.47 602.07 208.84 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益金額（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 5.6 54.6 52.5 42.0 22.4 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△120,633 △191,434 △172,780 △206,764 △635,853 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△8,594 205,443 30,878 △25,904 189,541 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
697,689 △218,461 △304,141 470,774 682,944 

現金及び現金同等物の中間期

末（期末）残高（千円） 
1,052,723 491,878 486,920 696,331 932,964 

従業員数（人） 

（ほか、平均臨時雇用者数） 

103 

(16) 

125 

(6) 

129 

(5) 

95 

(7) 

129 

(5) 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式は存在するものの中間（当期） 

純損失を計上しているため記載しておりません。 

３．第４期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しておりま

す。 

回次 第２期中 第３期中 第４期中 第２期 第３期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

売上高（千円） 36,600 30,850 21,050 60,900 43,231 

経常損失（千円） 55,244 91,135 83,574 117,102 162,960 

中間（当期）純損失（千円） 232,199 61,776 430,387 345,927 253,761 

資本金（千円） 292,624 623,466 882,788 623,059 706,248 

発行済株式総数（株） 382,198.8 433,634.37 469,866.92 433,444.37 443,974.42 

純資産額（千円） 81,255 567,123 463,212 628,111 540,622 

総資産額（千円） 1,089,667 654,926 492,377 860,802 2,468,229 

１株当たり純資産額（円） 212.60 1,307.85 985.86 1,449.13 1,217.71 

１株当たり中間（当期）純損

失金額（円） 
618.25 142.49 927.97 876.42 583.55 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益金額（円） 
－ － － － － 

１株当たり配当額（円） － － － － － 

自己資本比率（％） 7.5 86.6 94.1 73.0 21.9 

従業員数（人） 

（ほか、平均臨時雇用者数） 

5 

(-) 

8 

(-) 

6 

(-) 

5 

(-) 

8 

(-) 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、平成18年8月31日、システム事業を行なうアーツテクノロジー株式会社の全株式を 

ソフィア総合研究所へ譲渡し、9月度より当社連結子会社の対象外となりました。 

 この結果、平成18年9月30日現在では、当社グループは、当社と子会社３社で構成され、コミュニケーション・セ

ールス事業及びスポーツ関連事業を営むこととなりました。 

 また、ユーロスポーツ株式会社の行なうスポーツ関連事業から撤退することを平成18年11月29日の取締役会にて決

議いたしました。詳細につきましては、（重要な後発事象）に記載しております。  

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、平成18年8月31日、システム事業を行なうアーツテクノロジー株式会社の全株式を 

ソフィア総合研究所へ譲渡し、9月度より当社連結子会社の対象外となっております。 

 また、ユーロスポーツ株式会社の行なうスポーツ関連事業から撤退することを平成18年11月29日の取締役会にて決

議いたしました。詳細につきましては、（重要な後発事象）に記載しております。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注） 従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数は（ ）内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載してお

ります。 

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は、就業人員であります。 

(3）労働組合の状況 

    労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成18年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

全社 6   

コミュニケーション・セールス事業 104 (4) 

スポーツ関連事業 19 (1) 

合計 129 (5) 

  平成18年９月30日現在

従業員数（人） 6  



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1) 業績 

 当社グループは、株式会社ＳＤホールディングスを持株会社として、コミュニケーション・セールス事業、シス

テム事業及びスポーツ関連事業を子会社にて展開しております。 

 持株会社はグループ全体の経営管理を行い、子会社が各事業に専念できる組織形態を構築し、透明性の高いオペ

レーションのもと、グループ全体の機動力を高め、企業価値向上に努めることを基本方針としております。 

 当中間連結会計期間においては、既存事業の収益基盤を強化するとともに、グループの経営資源集中による事業

収益基盤の強化を図ってまいりました。そして、グループ再編による収益性向上のための施策の一環として、平成

18年8月31日、システム事業を行なうアーツテクノロジー株式会社の全株式をソフィア総合研究所へ譲渡いたしま

した。 

 この結果、当中間連結会計期間の業績は、売上高 1,782,740千円、経常損失 88,843千円、当期純損失284,945千

円となりました。 

  

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

  

① コミュニケーション・セールス事業 

 当事業を行なう株式会社フェヴリナにおきましては、当中間期の新商品として、４月に「フェイシャルマスクシ

ート」、７月に「ナノホワイトエッセンス」を発売しました。特に「ナノホワイトエッセンス」は夏の時期のＵＶ

対策、美白効果の訴求により好調な売上で推移いたしました。また、当期の取り組みのひとつである顧客セグメン

テーションに注力したことによって既存顧客の囲い込み強化につながり、当中間期の再販売上は前年同期比13％増

となり売上及び利益目標を達成いたしました。 

 その結果、売上高は1,337,031千円（前年同期比103.3％）、営業利益113,504千円（前年同期比161.8％）となり

ました。 

  

② システム事業 

 当事業を行うアーツテクノロジー株式会社におきましては、事業ドメインをＥＣ分野に特化させると共に、シナ

ジー効果を見込んでいるセキュリティ事業への取組みを開始し、システム開発のみならず、ＥＣ分野におけるサー

ビスプロバイダーとして、ＥＣ事業者向けの各種周辺サービスのビジネスモデルを構築してまいりました。そし

て、中核事業であるＥＣサイト構築事業の受注拡大と新サービス「プライバシーマーク認証取得コンサルティング

サービス」開始により、事業拡大に努めてまいりました。  

 なお、同社は、平成18年８月31日、同社の当社保有全株式をソフィア総合研究所株式会社へ譲渡したため、８月

度までの業績が当社連結子会社の対象となっております。 

 その結果、売上高は69,180千円（前年同期比67.8％）、営業損失11,364千円（前年同期は△20,867千円）となり

ました。 

  

③ スポーツ関連事業 

 当中間期のテニスラケット市場全体は、実需ベースで前年同期比10％以上の落ち込みとなり、過去５年間で最も

厳しい市況となりました。このような状況下、当事業を行うユーロスポーツ株式会社におきましては、９月にＨＥ

ＡＤ社のマーケティング及び研究・開発部門が２年以上の歳月をかけて開発したテニスラケット「エアフローシリ

ーズ」の３モデルを発売開始しました。これは世界で最も尊敬される女性プレーヤーの一人、シュテフィ・グラフ

をアドバイザーに迎え世界的なマーケティングサポートの下、世界市場の中でも特に日本の女性を対象に開発した

ラケットであります。ユーロスポーツでは発売開始前から全国の主要テニスクラブにデモラケットを設置する等、

プロモーション活動を行い売上拡大を目指してまいりました。 

 その結果、売上高は380,730千円（前年同期比－％）、営業損失103,143千円（前年同期は－千円）となりまし

た。 

  なお、（重要な後発事象）に記載のとおり、当社グループ全体の事業戦略の見直しを行った結果、平成18年11月

29日の取締役会において、当該事業から撤退することを決議いたしました。 



(2) キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ

446,043千円減少し、486,920千円となりました。 

 当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果使用した資金は、172,780千円（前年同期は191,434千円）となりました。これは主として税金等

調整前中間純損失265,400千円の計上によるものであります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果得られた資金は、30,878千円（前年同期は205,443千円）となりました。これは主として連結範

囲の変更を伴う子会社株式の売却による収入42,076千円によるものであります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は、304,141千円（前年同期は218,461千円）となりました。これは主として、 

社債550,000千円の償還を行ったことによるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

(2）仕入実績 

 当中間連結会計期間における商品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

(3）受注状況 

 当中間連結会計期間における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであります。 

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(4）販売実績 

 当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

３．前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間の総販売実績に対する販売実績の割合が10％以上の相手先はあ

りません。 

事業の種類別セグメントの名称 金額（千円） 前年同期比（％） 

システム事業 157,144 260.0 

合計 157,144 260.0 

事業の種類別セグメントの名称 金額（千円） 前年同期比（％） 

コミュニケーション・セールス事業 231,037 100.6 

スポーツ関連事業 418,453 － 

合計 649,491 282.8 

事業の種類別セグメントの名称 受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％） 

システム事業 12,234 20.9 26,213 617.5 

合計 12,234 20.9 26,213 617.5 

事業の種類別セグメントの名称 金額（千円） 前年同期比（％） 

コミュニケーション・セールス事業 1,333,252 103.3 

システム事業 68,758 70.8 

スポーツ関連事業 380,730 － 

合計 1,782,740 128.5 



３【対処すべき課題】 

 当社グループの当面の課題は、グループ会社の事業基盤の安定と収益の拡大でありますが、グループ全体のコスト

削減をさらに進め、既存事業の強化を図り、黒字化を推進いたします。 

平成18年8月31日にシステム事業を行う連結子会社アーツテクノロジー株式会社の当社保有全株式をソフィア総合研

究所株式会社へ譲渡いたしました。 

 また、連結子会社が行うスポーツ関連事業については、平成18年11月29日の取締役会において、当該事業から撤退

することを決議いたしました。 

 以上のとおり、シナジー効果の見込めない事業からの撤退、当社グループのコア事業であるコミュニケーション・

セールス事業へ経営資源を集中することにより黒字化を図ってまいります。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

  当中間連結会計期間において、該当事項はありません。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

   当中間連結会計期間において、主要な設備に異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありませ

ん。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注） 「提出日現在発行数」欄には、平成18年12月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 1,200,000 

計 1,200,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成18年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年12月22日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 469,866.92 469,866.92 
東京証券取引所 

（マザーズ） 
－ 

計 469,866.92 469,866.92 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

 サイトデザイン株式会社（以下「同社」という。）が平成15年６月26日開催の第５期定時株主総会の決議に基

づいて旧商法第280条ノ20および同法第280条ノ21の規定に基づく第２回新株予約権1,479個および平成15年７月

25日開催の取締役会の決議に基づいて第３回新株予約権660個を発行しておりますが、平成15年９月24日の取締

役会において承認決議された株式移転により完全子会社となる会社が同社一社のみであることや、同社の普通株

式１株に対し当社の普通株式１株を割り当てること等を踏まえ、本新株予約権1,479個並びに660個にかかる義務

を次のとおり承継いたしました。 

 また、平成15年10月27日開催の同社の臨時株主総会に第１号議案として付議し「ストックオプションとして旧

商法第280条ノ20および同法第280条ノ21の規定に基づく第４回ないし第７回新株予約権を発行する件」が承認さ

れ、発行される新株予約権合計521個（上限とする。）についてもその義務を承継することについて、承認され

ております。 

 なお、当社が承継した新株予約権および当社が発行した新株予約権の内容は次のとおりであります。 

① 平成15年６月26日定時株主総会決議 

 （注）１．新株予約権１個につき、目的となる株式数は10株であります。 

ただし、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により目的となる株式数を調整するものと

する。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

２．払込金額は、当社が時価を下回る価額で新株を発行する場合、次の算式により行使価額を調整し、調整によ

る１円未満の端数は切り上げる。 

  
中間会計期間末現在 
（平成18年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年11月30日） 

新株予約権の数 304個 304個

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 3,040株 3,040株 

新株予約権の行使時の払込金額 4,280円 4,280円 

新株予約権の行使期間 
自 平成16年７月１日 

至 平成25年６月30日 

自 平成16年７月１日 

至 平成25年６月30日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額 

発行価格   4,280円 

資本組入額  2,140円 

発行価格   4,280円 

資本組入額  2,140円 

新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権者が死亡し

た場合は、相続人がそ

の権利を行使すること

ができる。 

② その他の条件について

は、本総会および取締

役会決議に基づき、当

社と対象取締役および

従業員との間で締結す

る新株予約権付与契約

に定めるところによ

る。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権の譲渡、質入そ

の他の一切の処分は認めな

い。 

同左 

代用払込みに関する事項       － － 

        
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後行使価額 ＝調整前行使価額 ×
分割・新規発行前の株価 

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数 



② 平成15年10月27日臨時株主総会決議 

 （注）１．新株予約権１個につき、目的となる株式数は10株であります。 

ただし、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により目的となる株式数を調整するものと

する。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

２．払込金額は、当社が時価を下回る価額で新株を発行する場合、次の算式により行使価額を調整し、調整によ

る１円未満の端数は切り上げる。 

なお、払込金額は、株式分割もしくは株式併合の場合、時価を下回る払込価額で自己株式を処分する場合、

または新株予約権もしくは新株予約権を付与された証券を発行する場合等にも適宜調整する。 

  
中間会計期間末現在 
（平成18年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年11月30日） 

新株予約権の数 80個 80個

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 800株 800株 

新株予約権の行使時の払込金額 5,000円 5,000円 

新株予約権の行使期間 
自 平成15年12月５日 

至 平成22年１月30日 

自 平成15年12月５日 

至 平成22年１月30日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額 

発行価格   5,000円 

資本組入額  5,000円 

発行価格   5,000円 

資本組入額  5,000円 

新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権者が死亡し

た場合は、相続人がそ

の権利を行使すること

ができる。 

② その他の条件について

は、本総会および取締

役会決議に基づき、当

社と対象取締役および

従業員との間で締結す

る新株予約権付与契約

に定めるところによ

る。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権の譲渡、質入そ

の他の一切の処分は認めな

い。 

同左 

代用払込みに関する事項       － －  

        
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後行使価額 ＝調整前行使価額 ×
時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



③ 平成15年10月27日臨時株主総会決議 

 （注）１．新株予約権１個につき、目的となる株式数は10株であります。 

ただし、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により目的となる株式数を調整するものと

する。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

２．払込金額は、当社が時価を下回る価額で新株を発行する場合、次の算式により行使価額を調整し、調整によ

る１円未満の端数は切り上げる。 

なお、払込金額は、株式分割もしくは株式併合の場合、時価を下回る払込価額で自己株式を処分する場合、

または新株予約権もしくは新株予約権を付与された証券を発行する場合等にも適宜調整する。 

  
中間会計期間末現在 
（平成18年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年11月30日） 

新株予約権の数 8個 8個

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 80株 80株 

新株予約権の行使時の払込金額 25,000円 25,000円 

新株予約権の行使期間 
自 平成15年12月５日 

至 平成22年３月22日 

自 平成15年12月５日 

至 平成22年３月22日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額 

発行価格   25,000円 

資本組入額  12,500円 

発行価格   25,000円 

資本組入額  12,500円 

新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権者が死亡し

た場合は、相続人がそ

の権利を行使すること

ができる。 

② その他の条件について

は、本総会および取締

役会決議に基づき、当

社と対象取締役および

従業員との間で締結す

る新株予約権付与契約

に定めるところによ

る。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権の譲渡、質入そ

の他の一切の処分は認めな

い。 

同左 

代用払込みに関する事項       － －  

        
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後行使価額 ＝調整前行使価額 ×
時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



④ 平成15年10月27日臨時株主総会決議 

 （注）１．新株予約権１個につき、目的となる株式数は10株であります。 

ただし、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により目的となる株式数を調整するものと

する。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

２．払込金額は、当社が時価を下回る価額で新株を発行する場合、次の算式により行使価額を調整し、調整によ

る１円未満の端数は切り上げる。 

なお、払込金額は、株式分割もしくは株式併合の場合、時価を下回る払込価額で自己株式を処分する場合、

または新株予約権もしくは新株予約権を付与された証券を発行する場合等にも適宜調整する。 

  
中間会計期間末現在 
（平成18年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年11月30日） 

新株予約権の数 16個 16個

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 160株 160株 

新株予約権の行使時の払込金額 25,000円 25,000円 

新株予約権の行使期間 
自 平成15年12月５日 

至 平成22年５月25日 

自 平成15年12月５日 

至 平成22年５月25日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額 

発行価格   25,000円 

資本組入額  12,500円 

発行価格   25,000円 

資本組入額  12,500円 

新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権者が死亡し

た場合は、相続人がそ

の権利を行使すること

ができる。 

② その他の条件について

は、本総会および取締

役会決議に基づき、当

社と対象取締役および

従業員との間で締結す

る新株予約権付与契約

に定めるところによ

る。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権の譲渡、質入そ

の他の一切の処分は認めな

い。 

同左 

代用払込みに関する事項       － －  

        
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後行使価額 ＝調整前行使価額 ×
時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



⑤ 平成15年10月27日臨時株主総会決議 

 （注）１．新株予約権１個につき、目的となる株式数は10株であります。 

ただし、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により目的となる株式数を調整するものと

する。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

２．払込金額は、当社が時価を下回る価額で新株を発行する場合、次の算式により行使価額を調整し、調整によ

る１円未満の端数は切り上げる。 

なお、払込金額は、株式分割もしくは株式併合の場合、時価を下回る払込価額で自己株式を処分する場合、

または新株予約権もしくは新株予約権を付与された証券を発行する場合等にも適宜調整する。 

  
中間会計期間末現在 
（平成18年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年11月30日） 

新株予約権の数 5個 5個

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 50株 50株 

新株予約権の行使時の払込金額 16,000円 16,000円 

新株予約権の行使期間 
自 平成15年12月５日 

至 平成23年６月22日 

自 平成15年12月５日 

至 平成23年６月22日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額 

発行価格   16,000円 

資本組入額  8,000円 

発行価格   16,000円 

資本組入額  8,000円 

新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権者が死亡し

た場合は、相続人がそ

の権利を行使すること

ができる。 

② その他の条件について

は、本総会および取締

役会決議に基づき、当

社と対象取締役および

従業員との間で締結す

る新株予約権付与契約

に定めるところによ

る。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権の譲渡、質入そ

の他の一切の処分は認めな

い。 

同左 

代用払込みに関する事項       － －  

        
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後行使価額 ＝調整前行使価額 ×
時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



⑥ 平成16年6月23日定時株主総会決議 

 （注）１．新株予約権１個につき、目的となる株式数は1株であります。 

ただし、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により目的となる株式数を調整するものと

する。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

２．払込金額は、当社が時価を下回る価額で新株を発行する場合、次の算式により行使価額を調整し、調整によ

る１円未満の端数は切り上げる。 

なお、払込金額は、株式分割もしくは株式併合の場合、時価を下回る払込価額で自己株式を処分する場合、

または新株予約権もしくは新株予約権を付与された証券を発行する場合等にも適宜調整する。 

  
中間会計期間末現在 
（平成18年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年11月30日） 

新株予約権の数 2,760個 2,760個

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 2,760株 2,760株 

新株予約権の行使時の払込金額 24,101円 24,101円 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年７月１日 

至 平成26年６月22日 

自 平成18年７月１日 

至 平成26年６月22日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額 

発行価格   24,101円 

資本組入額  12,051円 

発行価格   24,101円 

資本組入額  12,051円 

新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権者が死亡し

た場合は、相続人がそ

の権利を行使すること

ができる。 

② その他の条件について

は、本総会および取締

役会決議に基づき、当

社と対象取締役および

従業員との間で締結す

る新株予約権付与契約

に定めるところによ

る。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

 新株予約権の譲渡、質入そ

の他の一切の処分は認めな

い。 

同左 

代用払込みに関する事項       － －  

        
既発行株式数 ＋

新規発行・処分株式数 × １株当たりの 

                      発行・処分価額 

調整後行使価額 ＝調整前行使価額 ×
時価 

既発行株式数＋新規発行・処分株式数 



⑦平成17年６月28日定時株主総会決議 

（注）１．新株予約権１個につき、目的となる株式数は１株であります。 

ただし、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により目的となる株式数を調整するものとす

る。 

 調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

   ２．払込金額は、当社が時価を下回る価額で新株を発行する場合、次の算式により行使価額を調整し、調整による

1円未満の端数は切り上げる。 

     なお、払込金額は、株式分割もしくは株式併合の場合、時価を下回る払込価額で自己株式を処分する場合又は

新株予約権もしくは新株予約権を付与された証券を発行する場合等にも適宜調整する。 

 
中間会計期間末現在 
（平成18年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年11月30日） 

新株予約権の数 15,950個 15,950個 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数 15,950株 15,950株 

新株予約権の行使時の払込金額 14,644円 14,644円 

新株予約権の行使期間 
自 平成19年７月１日 

至 平成27年６月27日 

自 平成19年７月１日 

至 平成27年６月27日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額 

発行価格 14,644円

資本組入額 7,322円

発行価格 14,644円

資本組入額 7,322円

新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権者が死亡し

た場合は、相続人がそ

の権利を行使すること

ができる。 

② その他の条件について

は、本総会および取締

役会決議に基づき、当

社と対象者との間で締

結する新株予約権付与

契約に定めるところに

よる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権の譲渡、質入そ

の他の一切の処分は認めな

い。 

同左 

代用払込みに関する事項      － －  

    

既発行株式数 ＋ 

新規発行・処分株式数 × 1株当たりの発行・処分価額 

  

調整後行使価額 ＝ 

  

調整前行使価額 × 

時価 

既発行株式数＋新規発行・処分株式数     



⑧平成17年６月28日定時株主総会決議 

（注）１．新株予約権１個につき、目的となる株式数は１株であります。 

ただし、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により目的となる株式数を調整するものとす

る。 

 調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

   ２．払込金額は、当社が時価を下回る価額で新株を発行する場合、次の算式により行使価額を調整し、調整による

1円未満の端数は切り上げる。 

     なお、払込金額は、株式分割もしくは株式併合の場合、時価を下回る払込価額で自己株式を処分する場合又は

新株予約権もしくは新株予約権を付与された証券を発行する場合等にも適宜調整する。 

 
中間会計期間末現在 
（平成18年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年11月30日） 

新株予約権の数 3,000個 3,000個 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数 3,000株 3,000株 

新株予約権の行使時の払込金額 13,655円 13,655円 

新株予約権の行使期間 
自 平成19年７月１日 

至 平成27年６月27日 

自 平成19年７月１日 

至 平成27年６月27日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額 

発行価格 13,655円

資本組入額 6,828円

発行価格 13,655円

資本組入額 6,828円

新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権者が死亡し

た場合は、相続人がそ

の権利を行使すること

ができる。 

② その他の条件について

は、本総会および取締

役会決議に基づき、当

社と対象取締役との間

で締結する新株予約権

付与契約に定めるとこ

ろによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権の譲渡、質入そ

の他の一切の処分は認めな

い。 

同左 

代用払込みに関する事項       －  － 

    

既発行株式数 ＋ 

新規発行・処分株式数 × 1株当たりの発行・処分価額 

  

調整後行使価額 ＝ 

  

調整前行使価額 × 

時価 

既発行株式数＋新規発行・処分株式数     



(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 （注）平成18年４月１日から平成18年９月30日までの間に、新株予約権及び平成18年３月15日（ロンドン時間）に発行

した2010年満期ユーロ円建無担保転換社債型新株予約権付社債の権利行使によるものであります。 

(4）【大株主の状況】 

  

年 月 日 
発行済株式
総数増減数
（株） 

発行済株式

総数残高

（株） 

資本金増減
額 

（千円） 

資本金残高

（千円） 

資本準備金
増減額 
（千円） 

資本準備金

残高 

（千円） 

平成18年４月1日～ 

平成18年９月30日 

 （注） 

25,892.50 469,866.92 176,540 882,788 176,540 711,695 

  平成18年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社ウェルホールディングス 福岡県福岡市中央区天神2-14-8 123,050 26.19 

長廻健太郎 東京都杉並区 20,000 4.26 

井 康彦 福岡県福岡市 13,750 2.92 

株式会社Ａ．Ｃホールディングス 東京都世田谷区岡本1-17-16   11,945 2.54 

大阪証券金融株式会社（業務口） 大阪府大阪市中央区北浜2-4-6 9,818 2.09 

鶴見 隆士   東京都羽村市 6,333 1.35 

向井 信介 東京都目黒区 4,369 0.93 

太期 友里 東京都世田谷区 4,100 0.87 

石川 正志   千葉県船橋市 2,958 0.63 

山下 文一     東京都墨田区   2,666 0.57 

計 ― 198,989 42.35 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）１．「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が423株含まれております。 

 また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数423個が含まれております。

２．端株の欄には、自己株式が0.92株含まれております。 

②【自己株式等】 

(注）１．サイトデザイン株式会社が所有する相互保有株式は平成15年４月30日、平成15年５月16日及び平成15年６月６

日に発行した円建転換社債型新株予約権付社債の株式転換の際に生じた端株を同社が買い取ったものです。 

２．当社が所有する自己株式は平成16年９月27日（香港時間）に発行した2007年満期円建転換社債型新株予約権付

社債の株式転換の際に生じた端株、及び平成18年３月15日（ロンドン時間）に発行した2010年満期ユーロ円建

無担保転換社債型新株予約権付社債の株式転換の際に生じた端株を買い取ったものです。 

３. 上記の他に自己保有株式の端株が0.12株、相互保有株式の端株が0.8株あります。 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて役員の異動はありません。 

  平成18年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 

（自己保有株式） 

 普通株式   15 

 （相互保有株式） 

普通株式    68    

－ － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  469,783    469,783 － 

端株 普通株式   0.92     － － 

発行済株式総数 469,866.92 － － 

総株主の議決権 － 469,783 － 

  平成18年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％） 

（自己保有株式）※２ 

株式会社ＳＤホールディ

ングス 

東京都渋谷区恵比寿 

一丁目13番６号 
15 － 15 0.00 

（相互保有株式）※１ 

サイトデザイン株式会社 

東京都渋谷区恵比寿 

一丁目13番６号  
68 － 68 0.02 

計 － 83 － 83 0.02 

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 21,800 15,980 14,150 11,920 10,900 8,700 

最低（円） 14,500 10,500 7,900 7,570 7,900 6,200 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省 

 令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規

則に基づき、当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸

表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38 

 号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基

づき、当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づ

いて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月

30日まで）の中間連結財務諸表及び前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間財務

諸表については、中央青山監査法人により中間監査を受け、また、当中間連結会計期間（平成18年４月１日から

平成18年９月30日まで）の中間連結財務諸表及び当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日ま

で）の中間財務諸表については、三優監査法人により中間監査を受けております。 

 なお、当社の監査人は、次のとおり交代しております。 

 前中間連結会計期間及び前中間会計期間  中央青山監査法人 

 当中間連結会計期間及び当中間会計期間  三優監査法人 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 

（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 

（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）                

Ⅰ 流動資産                

１．現金及び預金 ※１   491,878   486,920    932,964  

２．受取手形及び売
掛金 

    169,896   343,530    376,154  

３．たな卸資産     102,795   387,277    413,971  

４．未収入金     2,517   2,388    10,682  

５．その他     52,713   68,766    80,720  

貸倒引当金     △8,339   △7,017    △8,104  

流動資産合計     811,462 84.9  1,281,865 92.5   1,806,388 61.2

Ⅱ 固定資産                

１．有形固定資産 ※２   27,130   13,886    29,634  

２．無形固定資産                

(1)ソフトウェア   25,468    16,694   21,979    

(2)連結調整勘定   15,318    －   13,129    

(3)のれん   －    10,941   －    

(4)その他   72 40,859  － 27,636  220 35,329  

３．投資その他の資
産 

               

(1)長期預け金 ※１ －    －   1,000,000    

(2)その他   48,421 48,421  63,047 63,047  53,935 1,053,935  

固定資産合計     116,412 12.2  104,570 7.5   1,118,899 37.9

Ⅲ 繰延資産     28,360   －    26,115  

繰延資産合計     28,360 2.9  － －   26,115 0.9

資産合計     956,235 100.0  1,386,436 100.0   2,951,403 100.0

           

 



    
前中間連結会計期間末 

（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 

（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％） 

（負債の部）                

Ⅰ 流動負債                

１．支払手形及び買
掛金 

    50,977   115,643    129,136  

２．短期借入金     110,500   86,240    15,000  

３．未払金     149,582   159,366    146,937  

４．未払法人税等     13,265   21,431    25,058  

５．返品調整引当金     3,735   19,099    13,848  

６．賞与引当金     －   3,000    －  

７．その他     64,407   71,894    77,912  

流動負債合計     392,468 41.1  476,675 34.4   407,894 13.8

Ⅱ 固定負債                

１．社債     40,000   －    1,880,000  

２．長期借入金     －   153,344    －  

３．その他     1,439   28,515    3,640  

固定負債合計     41,439 4.3  181,859 13.1   1,883,640 63.8

負債合計     433,908 45.4  658,535 47.5   2,291,534 77.6

(少数株主持分）                

少数株主持分     － －  － －   － －

（資本の部）                

Ⅰ 資本金     623,466 65.2  － －   706,248 23.9

Ⅱ 資本剰余金     987,695 103.2  － －   1,070,477 36.3

Ⅲ 利益剰余金     △1,088,400 △113.8  － －   △1,116,342 △37.8

Ⅳ 自己株式     △434 △0.0  － －   △515 △0.0

資本合計     522,326 54.6  － －   659,868 22.4

負債、少数株主持
分及び資本合計 

    956,235 100.0  － －   2,951,403 100.0

           

（純資産の部）                

Ⅰ 株主資本                

 １．資本金     － －  882,788 63.7   － －

 ２．資本剰余金     － －  1,247,018 89.9   － －

 ３．利益剰余金     － －  △1,401,287 △101.1   － －

 ４．自己株式     － －  △618 △0.0   － －

株主資本合計     － －  727,901 52.5   － －

純資産合計     － －  727,901 52.5   － －

負債純資産合計     － －  1,386,436 100.0   － －

           



②【中間連結損益計算書】 

    

前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     1,387,498 100.0  1,782,740 100.0   3,026,120 100.0

Ⅱ 売上原価     307,270 22.1  512,556 28.7   785,174 26.0

売上総利益     1,080,228 77.9  1,270,184 71.3   2,240,946 74.0

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※１   1,110,029 80.0  1,336,485 75.0   2,268,782 74.9

営業損失     29,801 △2.1  66,300 △3.7   27,836 △0.9

Ⅳ 営業外収益               

１．受取利息   2    58   8   

２．受取賠償金   2,599    1,783   －   

３．受取手数料   2,930    1,915   －   

４．その他の営業外収
益  

  1,468 7,001 0.5 439 4,196 0.2 29,182 29,190 1.0

Ⅴ 営業外費用               

１．支払利息   4,878    1,013   8,227   

２．開業費   －    －   5,871   

３．新株発行費   －    －   1,255   

４．株式交付費   －    1,967   －   

５．社債発行費償却   12,079    22,781   29,075   

６．本社移転費用   4,449    －   4,449   

７．その他の営業外費
用 

  1,168 22,575 1.6 976 26,739 1.5 9,234 58,113 1.9

経常損失     45,374 △3.3  88,843 △5.0   56,759 △1.8

Ⅵ 特別利益               

１．固定資産売却益 ※２ －    1,166   －   

２．関係会社株式売却
益 

  －    47,813   －   

３．償却債権取立益   －    195   －   

４．前期損益修正益 ※３ － － － 11,224 60,400 3.4 － － －

Ⅶ 特別損失               

１．固定資産除却損 ※４ 5,320    －   6,034   

２．固定資産売却損 ※５ 124    －   130   

３．投資有価証券評価
損 

  －    2,401   －   

４．前期損益修正損 ※６ －    31,415   －   

５．たな卸資産評価損   －    156,498   －   

６. 減損損失 ※７ － 5,444 0.3 46,642 236,957 13.3 － 6,164 0.2

税金等調整前中間
（当期）純損失 

    50,819 △3.6  265,400 △14.9   62,924 △2.0

法人税、住民税及
び事業税 

  12,203    19,705   28,200   

法人税等調整額   △160 12,043 0.9 △160 19,545 1.1 △320 27,880 0.9

中間（当期）純損
失 

    62,862 △4.5  284,945 △16.0   90,804 △3.0

                



③【中間連結剰余金計算書及び中間連結株主資本等変動計算書】 

中間連結剰余金計算書 

中間連結株主資本等変動計算書 

当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）  

   

 

前中間 
連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 金額（千円） 金額（千円） 

（資本剰余金の部）         

Ⅰ 資本剰余金期首残高    987,289   987,289 

Ⅱ 資本剰余金増加高          

１．ストックオプション・
新株予約権の行使 

 406 406 83,188 83,188 

Ⅲ 資本剰余金中間期末(期
末）残高 

   987,695   1,070,477 

      

（利益剰余金の部）         

Ⅰ 利益剰余金期首残高    △1,025,537   △1,025,537 

Ⅱ 利益剰余金減少高          

１.中間（当期）純損失  62,862 62,862 90,804 90,804 

Ⅲ 利益剰余金中間期末（期
末）残高 

   △1,088,400   △1,116,342 

      

   

 
株主資本 

純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高（千円） 706,248 1,070,477 △1,116,342 △515 659,868 659,868 

中間連結会計期間中の変動額       

新株の発行 176,540 176,540 － － 353,081 353,081 

中間純損失 － － △284,945 － △284,945 △284,945 

自己株式の取得 － － － △103 △103 △103 

株主資本以外の項目の中間連結会

計期間中の変動額（純額） 
－ － － － － － 

中間連結会計期間中の変動額合計

（千円） 176,540 176,540 △284,945 △103 68,032 68,032 

平成18年９月30日 残高（千円） 882,788 1,247,018 △1,401,287 △618 727,901 727,901 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    

前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結 
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー 

        

税金等調整前中間（当期）純
損失 

  △50,819 △265,400 △62,924 

減価償却費   10,848 9,236 22,986 

連結調整勘定償却   2,188 － 4,376 

のれん償却   － 2,188 － 

新株発行費   － － 1,255 

株式交付費   － 1,967 － 

社債発行費償却   12,079 22,781 29,075 

社債発行差金償却   － － △805 

固定資産売却益   － △1,166 － 

固定資産除却損   5,320 － 6,034 

固定資産売却損   124 － 130 

 前期損益修正損   － 3,333 － 

 投資有価証券評価損   － 2,401 － 

 関係会社株式売却益   － △47,813 － 

 減損損失   － 46,642 － 

貸倒引当金の増減額   △1,066 3,381 △1,301 

返品調整引当金の増加額   1,735 5,251 11,848 

賞与引当金の増加額   － 3,000 － 

受取利息   △2 △58 △8 

支払利息   4,878 1,013 8,227 

売上債権の増減額   △96,241 9,216 △302,499 

たな卸資産の増減額   12,035 5,799 △299,140 

その他流動資産の減少額   85,319 17,592 47,700 

仕入債務の増減額   △44,027 2,559 34,131 

その他流動負債の増減額   △113,337 32,720 △103,221 

その他   △142 △129 △1,949 

小計   △171,106 △145,482 △606,084 

利息及び配当金の受取額   2 58 8 

利息の支払額   △6,213 △2,395 △9,641 

法人税等の支払額   △14,116 △24,961 △20,135 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  △191,434 △172,780 △635,853 

 



    

前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結 
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー 

        

投資有価証券の取得による支
出 

  － △10,000 － 

有形固定資産の取得による支
出 

  △3,493 △1,003 △17,290 

有形固定資産の売却による収
入 

  378 1,619 399 

無形固定資産の取得による支
出 

  △247 － △1,307 

短期貸付金の貸付に 
よる支出 

  △1,448 － － 

差入保証金の差入に 
よる支出 

  △135 △100 △23,638 

差入保証金の返還に 
よる収入 

  － 302 18,000 

保証金の預かりによる収入   － － 3,000 

子会社清算に伴う残余財産分
配による収入 

  210,388 － 210,388 

 連結範囲の変更を伴う子会
社株式の売却による収入 

  － 42,076 － 

その他   － △2,015 △10 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  205,443 30,878 189,541 

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー 

        

短期借入金の減少額   △219,250 － △314,750 

社債発行による収入   － － 992,678 

長期借入れによる収入   － 225,000 － 

長期借入金の返済に 
よる支出 

  － △416 － 

社債の償還による支出   － △550,000 － 

新株発行による収入 ※２ 813 21,377 5,121 

自己株式の取得による支出   △24 △103 △105 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  △218,461 △304,141 682,944 

Ⅳ 現金及び現金同等物の 
    増減額 

  △204,452 △446,043 236,633 

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
    期首残高 

  696,331 932,964 696,331 

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期末
（期末）残高 

※１ 491,878 486,920 932,964 

          



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 当社グループは、前連結会計年度

237,598千円の当期純損失を計上し、

当中間連結会計期間においても

62,862千円の中間純損失となってお

ります。このため、継続企業の前提

に関する重要な疑義が存在していま

すが、中間連結財務諸表は継続企業

を前提として作成しており、このよ

うな重要な疑義の影響を中間連結財

務諸表には反映していません。 

 当該状況に対応し、また子会社並

びに新規事業に対する投融資や当社

グループの財務基盤の強化・改善を

図るため、前連結会計年度におい

て、円建転換社債型新株予約権付社

債700,000千円を発行し、当中間連結

会計期間末までに本社債660,000千円

に係る新株予約権の権利行使を受

け、資本金および資本準備金がそれ

ぞれ330,000千円増加しております。 

 事業の状況については、当社を持

株会社として、経営の効率化・体質

強化を継続的に図っております。コ

ミュニケーション・セールス事業を

行っております株式会社フェヴリナ

におきましては、基礎化粧品の

「NANO ACQUA」、ベースメイクの

「ACQUA FAIRY」及び健康食品の

「BE ACQUA」と３ブランドの商品の

ラインナップを拡充するとともに、

ホームページのリニューアル等新規

顧客の獲得を効率的に行うためイン

ターネットを活用したマーケティン

グの強化などにより、登録顧客数お

よび販売は順調に伸びております。

システム事業を行うアーツテクノロ

ジー株式会社は、事業ドメインをＥ

Ｃ分野に特化させ、システム開発の

みならず、ＥＣ分野におけるサービ

スプロバイダーとして、ＥＣ事業者

向けの各種周辺サービスの事業モデ

ルを構築しております。 

 また、（重要な後発事象）に記載

のとおり、子会社としてスポーツ用

品及び関連商品の輸入販売を行うユ

ーロスポーツ株式会社を設立し、新

規事業にも取り組んでおります。 

  当社グループは、前連結会計年度

において、継続企業の前提に重要な

疑義を抱かせる事業又は状況の記載

をいたしましたが、当中間連結会計

期間においても営業損失66,300千円

（前中間連結会計期間は29,801千円

の損失）、経常損失88,843千円（前

中間連結会計期間は45,374千円の損

失）、中間純損失284,945千円（前中

間連結会計期間は62,862千円の損

失）と継続的に営業損失、経常損失

及び中間純損失を計上しておりま

す。 

 当該状況により、継続企業の前提

に関する重要な疑義が存在しており

ます。  

 このような状況を解消すべく以下

の経営計画を実施しております。 

１．事業の選択と集中 

 当社グループにおいてシナジー効

果の見込めない事業からの撤退とコ

ア事業への経営資源の集中を図って

おります。 

 具体的には、平成18年8月31日にシ

ステム事業を行う連結子会社アーツ

テクノロジー株式会社の当社保有全

株式をソフィア総合研究所株式会社

へ譲渡いたしました。 

 また、連結子会社が行うスポーツ

関連事業については、グループの事

業戦略の見直しを行った結果、平成

18年11月29日の取締役会において、

HEAD INTERNATIONAL GMBH社と締結し

ている日本市場における独占的なデ

ィストリビューション契約及び

HEAD SPORT AG社と締結しているライ

センス契約を解除し、当該事業から

撤退することを決議いたしました。 

 以上のとおり、シナジー効果の見

込めない事業からの撤退、当社グル

ープのコア事業であるコミュニケー

ション・セールス事業へ経営資源を

集中することにより黒字化を図って

まいります。 

 当社グループは、前連結会計年度

237,598千円の当期純損失を計上し、

当連結会計年度においても90,804千

円の当期純損失となっております。

このため、継続企業の前提に関する

重要な疑義が存在していますが、連

結財務諸表は継続企業を前提として

作成しており、このような重要な疑

義の影響を連結財務諸表には反映し

ていません。 

 当該状況に対応し、また新規事業

及びＭ＆Ａ事業に対する投融資や当

社グループの財務基盤の強化・改善

を図るため、前連結会計年度におい

て、円建転換社債型新株予約権付社

債700,000千円を発行し、当連結会計

年度末までに本社債700,000千円すべ

てに係る新株予約権の権利行使を受

け、資本金及び資本準備金がそれぞ

れ350,000千円増加しております。 

 また、2006年３月15日に、ユーロ

円建無担保転換社債型新株予約権付

社債額面総額2,000,000千円を発行

し、2006年５月末までに本社債

450,000千円に係る新株予約権の権利

行使を受け、資本金および資本準備

金がそれぞれ225,000千円増加してお

ります。ただし、本社債総額

2,000,000千円のうち1,000,000千円

は、エスクロー契約に基づくエスク

ロー代理人であるHammondsの口座に

預託されているものであり、社債の

転換に応じて当社の口座に送金され

るものであります。さらに、重要な

後発事象に記載のとおり、本社債の

未償還額のうち、550,000千円を2006

年６月15日に繰上償還しておりま

す。 

 事業の状況については、当社を持

株会社として、経営の効率化・体質

強化を継続的に図っております。 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 当社はコミュニケーション・セー

ルス事業とシステム事業の強化を図

るとともに、今後は、既存事業とシ

ナジー効果を図ることのできる企業

を中心にＭ＆Ａによる事業提携を積

極的に推進しております。 

 また、新規事業に意欲的に取り組

み、市場の変化に柔軟に対応しなが

ら将来の収益の柱を育てて参りたい

と考えており、当社のマーケティン

グ力を生かせる分野に積極的に臨

み、収益の拡大を目指しておりま

す。 

２．コミュニケーション・セールス

事業の収益基盤の強化 

 コミュニケーション・セールス事

業を行う株式会社フェヴリナにおい

ては、「新規顧客の獲得」・「既存

顧客の囲い込み」・「新商品の開

発」・「ブランディング」を基本方

針として掲げております。特に「既

存顧客の囲い込み」・「新商品の開

発」の２つを強化していくため、デ

ータベースマーケティングを一層強

化し、次の施策につなげてまいりま

す。当中間連結会計期間の新商品と

して、４月に「フェイシャルマスク

シート」、７月に「ナノホワイトエ

ッセンス」を発売しました。特に

「ナノホワイトエッセンス」は夏の

時期のＵＶ対策、美白効果の訴求に

より好調な売上で推移いたしまし

た。当中間連結会計期間の取り組み

のひとつである顧客セグメンテーシ

ョンに注力したことにより、顧客の

囲い込み強化につながり、リピータ

ーに対する売上高は前年同期比13％

増となり、当中間連結会計期間にお

ける同事業の売上及び利益目標を達

成いたしました。 

３．持株会社における経費削減 

 事業の選択と集中と平行して、持

株会社である当社の人件費をはじめ

とする間接コスト削減を順次進めて

おります。 

 中間連結財務諸表は、継続企業を

前提として作成しており、このよう

な重要な疑義の影響を中間連結財務

諸表には反映しておりません。 

 コミュニケーション・セールス事

業を行う株式会社フェヴリナにおき

ましては、商品のラインナップを拡

充するとともに、ウェブサイトのリ

ニューアル等新規顧客の獲得を効率

的に行うためインターネットを活用

したマーケティングの強化などによ

り、登録顧客数および売上は順調に

推移しております。また、データベ

ースマーケティングの強化により既

存顧客を囲い込むためのＤＭのレス

ポンスが増加し再販率が向上しまし

た。さらに当連結会計年度における

「オートシップコース」の継続数が

向上し、売上の安定につながりまし

た。 

 システム事業を行うアーツテクノ

ロジー株式会社では、事業ドメイン

をＥＣ分野でのＡＳＰサービス及び

パッケージ販売を核としたシステム

開発、並びにサイト構築・マーケテ

ィング活動におけるコンサルテーシ

ョン及び業務運用・物流支援・コー

ルセンター窓口・決済等の関連サー

ビスを全て提供するサービスプロバ

イダーとして、ＥＣ事業者向けの各

種サービスの事業モデルを展開して

まいりました。また、当連結会計年

度にはプライバシーマーク認証のコ

ンサルテーション及び認証資格取得

支援サービスを新規事業として立ち

上げ、事業の拡大に努めてまいりま

した。 

 スポーツ関連事業を行うユーロス

ポーツ株式会社は平成17年11月１日

に設立しました。同月25日に営業を

開始し、顧客との販売契約を結び、

順調に販売を行なっております。平

成18年３月にはニューモデルラケッ

トを投入し、堅調な売上を計上して

おります。 

 以上の通り、当社はコミュニケー

ション・セールス事業、システム事

業及びスポーツ関連事業の強化を図

り、当社グループの収益の拡大を目

指しております。 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 連結子会社の数    ３社 

主要な連結子会社の名称 

連結子会社の数    ３社 

主要な連結子会社の名称 

連結子会社の数    ４社 

主要な連結子会社の名称 

  サイトデザイン㈱ 

アーツテクノロジー㈱ 

㈱フェヴリナ 

㈱フェヴリナ 

ユーロスポーツ㈱ 

サイトデザイン㈱ 

㈱フェヴリナ 

アーツテクノロジー㈱ 

ユーロスポーツ㈱ 

サイトデザイン㈱ 

  ㈱エンポートは清算中のた

め、連結の範囲から除外して

おります。 

 アーツテクノロジー㈱について

は平成18年８月31日に全株式を売

却したため、連結の範囲から除外

しております。但し、平成18年８

月31日までの損益計算書を連結し

ております。 

 ユーロスポーツ㈱については平

成17年11月に新たに設立したた

め、連結の範囲に含めておりま

す。 

２．持分法の適用に関する事項  該当する事項はありません。 同左 同左 

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事項 

 連結子会社の中間決算日は中間

連結決算日と一致しております。 

同左  連結子会社の決算日は連結決算

日と一致しております。 

４．会計処理基準に関する事項 (1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

・時価のないもの 

移動平均法による原価法 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

・時価のないもの 

同左 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

・時価のないもの 

同左 

  ② たな卸資産 

ａ 商品 

コミュニケーション・セールス

事業 

移動平均法による原価法 

システム事業 

先入先出法による原価法 

② たな卸資産 

ａ 商品 

コミュニケーション・セールス

事業、スポーツ関連事業 

同左 

  

───── 

② たな卸資産 

ａ 商品 

コミュニケーション・セールス

事業、スポーツ関連事業 

同左 

システム事業 

先入先出法による原価法 

   ｂ 仕掛品 

個別法による原価法 

 ｂ 仕掛品 

───── 

 ｂ 仕掛品 

個別法による原価法  

   ｃ 貯蔵品 

最終仕入原価法 

 ｃ 貯蔵品 

同左 

 ｃ 貯蔵品 

同左 

  (2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

 定率法を採用しておりま

す。 

 なお、主な耐用年数は次の

とおりであります。 

建物及び構築物 ８～15年 

工具器具備品  ５～15年 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

同左 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

同左 

  ② 無形固定資産 

ソフトウェア 

② 無形固定資産 

ソフトウェア 

② 無形固定資産 

ソフトウェア 

  ・自社利用のソフトウェア 

 社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法 

・自社利用のソフトウェア 

同左 

・自社利用のソフトウェア 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  (3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上し

ております。 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

   ② 返品調整引当金 

 中間末日後の返品による損

失に備えるため、返品見込額

に対する売上総利益相当額を

計上しております。 

 ② 返品調整引当金 

同左 

② 返品調整引当金 

 期末後の返品による損失に

備えるため、返品見込額に対

する売上総利益相当額を計上

しております。 

    ───── 

  

 ③ 賞与引当金 

  従業員に対して支給する賞与

の支給に備えるため、支給見込

み額に基づき当中間連結会計期

間負担額を計上しております。 

  ───── 

  

  (4）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

(4）重要なリース取引の処理方法 

 同左 

(4）重要なリース取引の処理方法 

 同左 

  (5）その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は税抜

方式によっております。 

② 連結納税制度の適用 

 連結納税制度を適用してお

ります。 

(5）その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

同左 

  

② 連結納税制度の適用 

同左 

(5）その他連結財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

 同左 

  

② 連結納税制度の適用 

     同左 

５．中間連結キャッシュ・フロ

ー計算書（連結キャッシュ・

フロー計算書）における資金

の範囲 

 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金（現金及び現金

同等物）は手許現金、随時引き出

し可能な預金及び容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動につい

て僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限の到

来する短期投資としております。 

同左  連結キャッシュ・フロー計算書

における資金（現金及び現金同等

物）は手許現金、随時引き出し可

能な預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない取得日か

ら３ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資としております。 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 （固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間連結会計期間より、固定資産の減損に

係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計

基準の設定に関する意見書」（企業会計審議

会 平成14年８月９日）及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適

用しております。これによる損益に与える影

響はありません。 

  ─────  （固定資産の減損に係る会計基準） 

当連結会計年度より、「固定資産の減損に係

る会計基準」（「固定資産の減損に係る会計

基準の設定に関する意見書」（企業会計審議

会 平成14年８月９日）及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日））を

適用しております。これによる損益に与える

影響はありません。 

  ─────  （貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準） 

 当中間連結会計期間から「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」（企業会

計基準第5号 平成17年12月9日）および「貸

借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第

8号 平成17年12月9日）を適用しておりま

す。従来の資本の部の合計に相当する金額は

727,901千円であります。 

 なお、当中間連結会計期間における中間連

結貸借対照表の純資産の部については、中間

連結財務諸表規則の改正に伴い、改正後の中

間連結財務諸表規則により作成しておりま

す。 

  ───── 

  ─────  （繰延資産の会計処理に関する当面の取扱

い） 

 当中間連結会計期間より、「繰延資産の会

計処理に関する当面の取扱い」（企業会計基

準委員会 平成18年8月11日 実務対応報告

第19号）を適用しております。 

 なお、これによる損益に与える影響はあり

ません。 

 新株発行費は当中間連結会計期間より株式

交付費として表示しております。 

  ─────  

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

 ─────  （中間連結貸借対照表） 

 前中間連結会計期間において「連結調整勘定」とし

て掲記されていたものは、当中間連結会計期間から

「のれん」と表示しております。 

 ─────  （中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

 前中間連結会計期間において「連結調整勘定償却」

として掲記されていたものは、当中間連結会計期間か

ら「のれん償却」と表示しております。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

────── ──────   ※１ ユーロ円建無担保転換社債型新株

予約権付社債の発行による、調達額の

うち、1,600,000千円については、資

金使途を新規事業及びＭ＆Ａに対する

投融資に限定しており、使途を変更す

る場合には社債権者との協議が必要と

なります。また、そのうち長期預け金

1,000,000千円についてはエスクロー

契約書に基づくエスクロー代理人であ

るHammondsの口座に預託されているも

のであります。 

  

※２ 有形固定資産の減価償却累計額 ※２ 有形固定資産の減価償却累計額 ※２ 有形固定資産の減価償却累計額 

28,582千円  31,592千円  36,124千円  

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目

及び金額は以下のとおりであります。 

給与手当 168,221千円 

広告宣伝費 599,052千円 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及

び金額は以下のとおりであります。 

給与手当 239,997千円 

広告宣伝費    642,043千円 

貸倒引当金繰入額      3,857千円 

賞与引当金繰入額  3,000千円 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及

び金額は以下のとおりであります。 

給与手当 390,923千円 

広告宣伝費 1,161,591千円 

貸倒引当金繰入額 1,850千円 

 ───── ※２ 固定資産売却益は車両運搬具1,166千

円であります。 
 ───── 

 ───── ※３ 前期損益修正益の内訳及び金額は以下

のとおりであります。 

過年度売上原価修正 8,500千円 

過年度売掛金修正 2,724千円 

 ───── 

※４ 固定資産除却損は建物3,190千円、工

具器具備品1,748千円、ソフトウェア

381千円であります。 

 ───── ※４ 固定資産除却損は建物3,190千円、工

具器具備品2,463千円及びソフトウェ

ア381千円であります。 

※５ 固定資産売却損は工具器具備品124千

円であります。 

 ───── ※５ 固定資産売却損は工具器具備品130千

円であります。 

───── ※６ 前期損益修正損の内訳及び金額は以下

のとおりであります。  

過年度売上高修正 23,100千円 

過年度社債発行費 

修正 

3,333千円 

過年度人件費修正 4,982千円 

───── 

 



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

（注）１．普通株式の発行済株式総数の増加25,172.50株は、転換社債の転換によるものであります。 

２．普通株式の発行済株式総数の増加720株は、新株予約権（ストックオプション）の行使によるものであります。 

３．普通株式の自己株式数の増加5.08株は、転換社債の転換により発生した端株の買取によるものであります。 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

───── ※７ 当中間連結会計期間において減損損失を

計上しております。 

場所 用途 種類 金額 (千円）

東京都渋谷区 

システム 

事業用資産 

建物 1,791 

工具器具備

品  
3,084 

  電話加入権  72 

  リース資産 1,278 

  建物 3,838 

  車両運搬具  619 

  
工具器具備

品  
2,132 

東京都千代田区 

スポーツ関

連事業用資

産 

電話加入権  147 

  ソフトウェア 680 

  長期前払費用 168 

  リース資産 32,830 

───── 

   当社グループは、事業の種類別を基礎とし

て資産のグルーピングを行っております。当

該事業用資産について、帳簿価額を減額し当

該減少額を減損損失(46,642千円)として特別

損失に計上いたしました。 

 なお、当中間連結会計期間において減損損

失の測定に使用した回収可能額は正味売却価

額であり、零としております。 

  

 当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 
 

 
前連結会計年度末株式

数（株） 

当中間連結会計期間増

加株式数（株） 

当中間連結会計期間

減少株式数（株） 

当中間連結会計期間末

株式数（株） 

 発行済株式     

  普通株式(注)1,2 443,974.42 25,892.50 － 469,866.92 

合計 443,974.42 25,892.50 － 469,866.92 

 自己株式(注)3     

  普通株式 78.84 5.08 － 83.92 

合計 78.84 5.08 － 83.92 



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１  現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

※１  現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

※１  現金及び現金同等物の期末残高と連結

貸借対照表に掲記されている科目の金

額との関係 

  （千円）

現金及び預金勘定 491,878

現金及び現金同等物 491,878

  （千円）

現金及び預金勘定 486,920

現金及び現金同等物 486,920

  （千円）

現金及び預金勘定 932,964 

現金及び現金同等物 932,964 

 ───── ※２ 新株発行による収入には社債の転換に

よるエスクロー口座からの収入を含めてお

ります。 

 ───── 

 ───── ３．重要な非資金取引の内容 

(2)上記(1)ユーロ円建無担保転換社債

型新株予約権付社債の償還980,000千円

は、エスクロー契約書に基づく長期預

け金980,000千円との相殺により行なっ

ております。 

(1)ユーロ円建無担保転換
社債型新株予約権付社債の
新株予約権の行使 

（千円） 

新株予約権の行使による
資本金増加額 165,000 

新株予約権の行使による
資本準備金増加額 165,000 

ユーロ円建無担保転換社
債型新株予約権付社債減
少額 

330,000 

３．重要な非資金取引の内容 

(2)ユーロ円建無担保転換社債型新株予

約権付社債の発行による調達額

2,000,000千円のうちエスクロー契約書

に基づくエスクロー代理人である

Hammondsの口座に1,000,000千円が預託

されております。 

(1)円建転換社債型新株予
約権付社債の新株予約権の
行使 

（千円） 

新株予約権の行使による
資本金増加額 20,000 

新株予約権の行使による
資本準備金増加額 20,000 

新株予約権の行使による
円建転換社債型新株予約
権付社債減少額 

40,000 

(3)上記(2)ユーロ円建無
担保転換社債型新株予約
権付社債の新株予約権の
行使 

（千円） 

新株予約権の行使による
資本金増加額 60,000 

新株予約権の行使による
資本準備金増加額 60,000 

新株予約権の行使による
ユーロ円建無担保転換社
債型新株予約権付社債減
少額 

120,000 

 ───── ４．株式の売却により連結子会社でなくなっ

た会社の資産及び負債の主な内訳 

株式の売却により連結除外したアーツテ

クノロジー株式会社の連結除外時の資産

及び負債の主な内訳並びに株式の売却価

格と売却による収入の関係は以下のとお

りであります。 

  （千円）

流動資産 56,870

固定資産 198

流動負債 △54,882

固定負債 -

株式売却益 47,813

株式売却価額 50,000

連結除外時の現金及び現

金同等物 △7,923

株式の売却による収入 42,076

 ───── 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成18年４月１日

至平成18年９月30日）及び前連結会計年度（平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及び

期末残高相当額 

 
取得価額相

当額 

減価償却累

計額相当額 

中間期末残

高相当額 

 千円 千円 千円 

工具器
具備品 

2,796 1,398 1,398 

合 計 2,796 1,398 1,398 

 
取得価額

相当額 

減価償却

累計額相

当額 

減損損失

累計額相

当額 

中間期末

残高相当

額 

 千円 千円 千円  千円 

工具器
具備品 

37,140 6,768 30,371 － 

車両 3,834 97 3,737 － 

合 計 40,974 6,865 34,108 － 

 
取得価額相

当額 

減価償却累

計額相当額 

期末残高 

相当額 

 千円 千円 千円 

工具器
具備品 

37,140 3,843 33,296 

車両 3,834 1,189 2,644 

合 計 40,974 5,032 35,941 

２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料中間期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 

２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内 316千円

１年超 1,278千円

合計 1,594千円

１年内 9,074千円

１年超 25,034千円

合計 34,108千円

リース資産減損

勘定の残高  
34,108千円

１年内    8,920千円

１年超      29,610千円

合計      38,531千円

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額

及び減損損失 

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額

及び減損損失 

支払リース料 204千円

減価償却費相当額 155千円

支払利息相当額 53千円

支払リース料 5,122千円

リース資産減損勘定

の取崩額 - 千円

減価償却費相当額 2,960千円

支払利息相当額 700千円

減損損失 34,108千円

支払リース料       5,172千円

減価償却費相当額      3,789千円

支払利息相当額    610千円

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

同左 同左 

５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相

当額との差額を利息相当額とし、各期への

配分方法については、利息法によっており

ます。 

同左 同左 

(減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありま

せん。 

  (減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありま

せん。 

  

 
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

中間連結貸借対照表 
計上額（千円） 

中間連結貸借対照表 
計上額（千円） 

連結貸借対照表 
計上額（千円） 

その他有価証券 

非上場株式 4,487 12,086 4,487 



（ストック・オプション等関係） 

 当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間において、ストックオプションを付与していないため、該当事項はありません。  

  



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

 （注）１．事業の区分は内部管理上採用している区分によっております。 

２．各区分の主な内容 

(1）コミュニケーション・セールス事業 

健康食品及び基礎化粧品等の販売 

(2）システム事業 

ソフトウエア受託開発、パッケージソフトウェア開発・販売 

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は105,386千円であり、その主なもの

は親会社本社の総務・経理部門等管理部門に係る費用であります。 

当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 （注）１．事業の区分は内部管理上採用している区分によっております。 

２．各区分の主な内容 

(1）コミュニケーション・セールス事業 

健康食品及び基礎化粧品等の販売 

(2）システム事業 

ソフトウエア受託開発、パッケージソフトウェア開発・販売等 

(3）スポーツ関連事業 

スポーツ関連用品の輸入販売、企画・製造、スポーツコンテンツの製作・販売 

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は74,494千円であり、親会社及び休眠

子会社に係る費用であります。 

  
コミュニケーシ

ョン・セールス

事業（千円） 

システム事業

（千円） 
計（千円） 

消去又は全社 

（千円） 
連結（千円） 

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高 1,290,435 97,063 1,387,498 － 1,387,498 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
3,899 4,967 8,866 (8,866) － 

計 1,294,335 102,030 1,396,365 (8,866) 1,387,498 

営業費用 1,224,195 122,898 1,347,094 70,205 1,417,300 

営業利益又は営業損失（△） 70,139 △20,867 49,271 (79,072) △29,801 

  
コミュニケーショ

ン・セールス事業 

（千円） 

システム事業

（千円） 

スポーツ関連

事業（千円） 
計（千円） 

消去又は全社 

（千円） 
連結（千円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売上

高 
1,333,252 68,758 380,730 1,782,740 － 1,782,740 

(2）セグメント間の内部売

上高又は振替高 
3,779 421 － 4,200 (4,200) － 

計 1,337,031 69,180 380,730 1,786,941 (4,200) 1,782,740 

営業費用 1,223,527 80,544 483,874 1,787,946 61,095 1,849,041 

営業利益又は営業損失

（△） 
113,504 △11,364 △103,143 △1,004 (65,296) △66,300 



前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 （注）１．事業の区分は内部管理上採用している区分によっております。 

２．各区分の主な内容 

(1）コミュニケーション・セールス事業   

基礎化粧品及び健康食品等の通信販売 

(2）システム事業   

ソフトウエア受託開発、パッケージソフトウェア開発・販売 

(3）スポーツ関連事業 

スポーツ関連商品の輸入販売、企画・製造・販売、スポーツコンテンツの製作・販売 

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は183,477千円であり、その主なもの

は本社の総務・経理部門等管理部門に係る費用であります。 

４．スポーツ関連事業は、当連結会計年度より連結子会社となりましたユーロスポーツ㈱が行っている事業であ

り、当該セグメントを新設しております。 

  
コミュニケーショ

ン・セールス事業 

（千円） 

システム事業 

（千円） 

スポーツ関連 

事業（千円） 
計（千円） 

消去又は全社 

（千円） 

連結 

（千円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 2,506,425 197,232 322,461 3,026,120 － 3,026,120 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
4,149 5,429 － 9,578 (9,578) － 

計 2,510,575 202,662 322,461 3,035,698 (9,578) 3,026,120 

営業費用 2,366,355 222,614 324,472 2,913,442 140,513 3,053,956 

営業利益又は営業損失△ 144,219 △19,952 △2,010 122,256 (150,092) △27,836 



【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）、当中間連結会計期間（自 平成18年

４月１日 至 平成18年９月30日）及び前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）にお

いて、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

【海外売上高】 

 前中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成18年４月

１日 至平成18年９月30日）、及び前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日）において、

海外売上高がないため該当事項はありません。 

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,204.74円

１株当たり中間純損失

金額 
145.02円

１株当たり純資産額    1,549.44円

１株当たり中間純損失

金額 
     614.47円

１株当たり純資産額 1,486.54円

１株当たり当期純損失

金額 
208.84円

  なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式は存在するものの中間純損失を計

上しているため記載しておりませ

ん。 

  なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式は存在するものの中間純損失を計

上しているため記載しておりませ

ん。 

  なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式は存在するものの当期純損失を計

上しているため記載しておりませ

ん。 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

中間（当期）純損失（千円） 62,862 284,945 90,804 

普通株主に帰属しない金額 

（千円） 
－ － － 

普通株式に係る中間（当期）純損

失（千円） 
62,862 284,945 90,804 

期中平均株式数（株） 433,472 463,722 434,784 

希薄化効果を有しないため、潜在

株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益の算定に含めなかった

潜在株式の概要 

新株予約権８種類（新株

予約権の数36,109個）。 

  なお、新株予約権の概

要は、「第４.提出会社

の状況 1.株式等の状況

(2) 新株予約権等の状

況」に記載のとおりであ

ります。 

新株予約権８種類（新株

予約権の数22,123個）。 

  なお、新株予約権の概

要は、「第４.提出会社

の状況 1.株式等の状況

(2) 新株予約権等の状

況」に記載のとおりであ

ります。 

新株予約権９種類（新株

予約権の数23,013個）。 

  なお、新株予約権の概

要は、「第４.提出会社

の状況 1.株式等の状況

(2) 新株予約権等の状

況」に記載のとおりであ

ります。 



（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

ユーロスポーツ株式会社の設立 

 平成17年10月27日開催の取締役会に

おいて、ＨＥＡＤ及びＰｅｎｎのディ

ストリビューション契約並びにライセ

ンス契約を締結し、スポーツ用品及び

関連商品の輸入販売を行う子会社を新

たに設立することを決議致しました。 

 

１．新会社設立の目的 

  当社は、既存事業の成長ととも

に、新事業領域への進出も視野に入

れ、Ｍ＆Ａ及び新規事業の立上げを通

じてグループの成長を目指しておりま

す。特に、当社グループの強みである

マーケティング力を活用できる優れた

商品力やブランド力の獲得を目指し、

更なる事業拡大に取り組んでまいりま

した。 

 このたび、世界的なトップブランド

であるＨＥＡＤ及びＰｅｎｎのスポー

ツ関連事業におきまして、ＨＥＡＤ 

ＩＮＴＥＲＮＡＴＩＯＮＡＬ ＧＭＢ

Ｈ社及びＨＥＡＤ ＳＰＯＲＴ ＡＧ社

と日本市場において独占的なディスト

リビューション契約及びライセンス契

約を締結することと致しました。これ

により、当社では新事業を立上げるに

あたり新会社を設立することと致しま

した。今後は、新会社において当社グ

ループのマーケティング力を活用し、

お客様に「満足」を超えた「感動」を

提供することを目的とし、幅広いビジ

ネス展開を目指してまいります。 

２．新会社の概要 

商  号：  ユーロスポーツ株式会社 

事業内容：  スポーツ用品及び関連 

            商品の輸入販売 

設立年月日：平成17年11月1日 

営業開始日：平成17年11月25日 

本店所在地：東京都千代田区麹町 

            一丁目8番7号 

代表者名：  代表取締役 武笠 広幸 

資 本 金： 4,000万円 

従業員数： 20名   

決算期：  3月末 

設立に際して 

の発行株式総数：  800株 

株  主： 当社100％ 

スポーツ関連事業の撤退について 

 平成18年11月29日の取締役会におい

て、スポーツ関連事業を行う連結子会

社ユーロスポーツ株式会社について、

グループの事業戦略の見直しを行った

結果、HEAD INTERNATIONAL GMBH社と

締結している日本市場における独占的

なディストリビューション契約及び

HEAD SPORT AG社と締結しているライ

センス契約を解除し、当該事業から撤

退することを決議いたしました。 

１．スポーツ関連事業の内容及び規模

（セグメント情報）a．事業の種

類別セグメント情報に記載のとお

りであります。 

２．撤退の時期 

 平成18年12月末（予定） 

（2010年満期ユーロ円建無担保転換社

債型新株予約権付社債の一部繰上償還

について） 

 平成18年３月15日に発行いたしまし

た2010年満期ユーロ円建無担保転換社

債型新株予約権付社債に関して、本社

債の発行要項に基づいて、割当先であ

るAIG-FP Structured Finance

(Cayman) Limitedに対し、以下の通

り、未償還額の一部を繰上償還いたし

ました。 

  

(1)繰上償還した社債の銘柄 

株式会社ＳＤホールディングス

2010年満期ユーロ円建無担保転換

社債型新株予約権付社債 

(2)繰上償還日 

平成18年６月15日 

(3)繰上償還額面金額 

550,000,000円 

(4)償還価格 

額面100円につき金100円 

(5)償還のための資金調達の方法 

 今回の繰上償還原資には、余裕資

金を充当するため当該繰上償還によ

る業績に与える影響はないと考えて

おります。 

  

 本社債の概要（平成18年５月31日現

在） 

(1)発効日   2006年３月15日（ロ

ンドン時間） 

(2)発行総額  20億円 

(3)転換総額  450,000,000円 

(4)未償還残高 1,550,000,000円 

(5)償還期限  2010年３月31日（ロ

ンドン時間） 

(6)利率    本社債に利息は付さ

ない 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）                

Ⅰ 流動資産                

１．現金及び預金 ※１   341,343   217,412    758,562  

２．売掛金     1,207   －    262  

３．たな卸資産     735   －    －  

４．未収入金     56,748   119,080    93,345  

５．前払費用     －   －    3,003  

６．短期貸付金     －   5,000    －  

７．関係会社短期貸
付金 

    43,000   －    364,672  

８．その他 ※３   3,611   4,909    1,836  

流動資産合計     446,645 68.2  346,402 70.4   1,221,682 49.5

Ⅱ 固定資産                

１．有形固定資産 ※２   3,858   －    2,761  

２．投資その他の資
産 

               

  (1)投資有価証券   －    10,000   －    

 (2)関係会社株式   180,000    100,000   140,000    

 (3)関係会社長期
貸付金 

  －    407,154   123,500    

 (4)長期預け金 ※１ －    －   1,000,000    

 (5)その他   －    10,820   10,770    

貸倒引当金   － 180,000  △382,000 145,974  △56,600 1,217,670  

固定資産合計     183,858 28.1  145,974 29.6   1,220,431 49.4

Ⅲ 繰延資産     24,421   －    26,115  

繰延資産合計     24,421 3.7  － －   26,115 1.1

資産合計     654,926 100.0  492,377 100.0   2,468,229 100.0

           

（負債の部）                

Ⅰ 流動負債                

１．買掛金     3,360   －    －  

２．未払金     39,117   24,956    43,513  

３．その他     4,687   3,266    4,092  

流動負債合計     47,164 7.2  28,223 5.7   47,607 1.9

Ⅱ 固定負債                

１．社債     40,000   －    1,880,000  

２．その他     638   941    －  

固定負債合計     40,638 6.2  941 0.2   1,880,000 76.2

負債合計     87,802 13.4  29,164 5.9   1,927,607 78.1

（資本の部）                

Ⅰ 資本金     623,466 95.2  － －   706,248 28.6

Ⅱ 資本剰余金                

１．資本準備金   452,372    － －  535,154    

資本剰余金合計     452,372 69.1  － －   535,154 21.7

 



    
前中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％） 

Ⅲ 利益剰余金                

１．中間（当期）未
処理損失 

  508,603    －   700,588    

利益剰余金合計     △508,603 △77.7  － －   △700,588 △28.4

Ⅳ 自己株式     △111 △0.0  － －   △192 △0.0

資本合計     567,123 86.6  － －   540,622 21.9

負債・資本合計     654,926 100.0  － －   2,468,229 100.0

           

（純資産の部）                

Ⅰ 株主資本                

１．資本金     － －  882,788 179.3   － －

２．資本剰余金     － －      － －

(1)資本準備金   －    711,695   －    

資本剰余金合計     － －  711,695 144.6   － －

３．利益剰余金                

(1)その他利益剰余
金 

               

繰越利益剰余金   －    △1,130,976   －    

利益剰余金合計     － －  △1,130,976 △229.7   － －

４．自己株式     － －  △295 △0.1   － －

株主資本合計     － －  463,212 94.1   － －

純資産合計     － －  463,212 94.1   － －

負債純資産合計     － －  492,377 100.0   － －

           



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 営業収益    30,850 100.0  21,050 100.0   43,231 100.0

Ⅱ 売上原価    4,900 15.9  7,050 33.5   7,850 18.2

売上総利益    25,950 84.1  14,000 66.5   35,381 81.8

Ⅲ 販売費及び一般
管理費 

   105,331 341.4  73,745 350.3   183,254 423.9

営業損失    79,381 △257.3  59,745 △283.8   147,873 △342.1

Ⅳ 営業外収益 ※１  1,614 5.2  869 4.1   16,750 38.7

Ⅴ 営業外費用 ※２  13,368 43.3  24,698 117.3   31,838 73.6

経常損失    91,135 △295.4  83,574 △397.0   162,960 △377.0

Ⅵ 特別利益 ※３  － －  25,049 119.0   － －

Ⅶ 特別損失 
※
4,5,6

 － －  384,769 1,827.9   137,314 317.6

税引前中間
（当期）純損
失 

   91,135 △295.4  443,293 △2,105.9   300,275 △694.6

法人税、住民
税及び事業税 

   △29,358 △95.1  △12,906 △61.3   △46,514 △107.6

中間（当期）
純損失 

   61,776 △200.2  430,387 △2,044.6   253,761 △587.0

前期繰越損失    446,827   －    446,827  

中間(当期)未
処理損失 

   508,603   －    700,588  

           



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 

 

株主資本 

純資産合計
資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計 
資本準備金 

その他利益剰余
金 

繰越利益剰余金

平成18年３月31日 残高 (千円） 706,248 535,154 △700,588 △192 540,622 540,622 

中間会計期間中の変動額       

新株の発行 176,540 176,540 － － 353,081 353,081 

中間純損失 － － △430,387 － △430,387 △430,387 

自己株式の取得 － － － △103 △103 △103 

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額） 
－ － － － － － 

中間会計期間中の変動額合計(千

円） 
176,540 176,540 △430,387 △103 △77,409 △77,409 

平成18年9月30日 残高 (千円） 882,788 711,695 △1,130,976 △295 463,212 463,212 



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 当社グループは、前連結会計年度

237,598千円の当期純損失を計上し、

当中間連結会計期間においても

62,862千円の中間純損失となってお

ります。このため、持株会社である

当社においても、継続企業の前提に

関する重要な疑義が存在しています

が、中間財務諸表は継続企業を前提

として作成しており、このような重

要な疑義の影響を中間財務諸表には

反映していません。 

 当該状況に対応し、また子会社並

びに新規事業に対する投融資や当社

グループの財務基盤の強化・改善を

図るため、前事業年度において、円

建転換社債型新株予約権付社債

700,000千円を発行し、当中間会計期

間末までに本社債660,000千円に係る

新株予約権の権利行使を受け、資本

金および資本準備金がそれぞれ

330,000千円増加しております。 

 事業の状況については、当社を持

株会社として、経営の効率化・体質

強化を継続的に図っております。コ

ミュニケーション・セールス事業を

行っております株式会社フェヴリナ

におきましては、基礎化粧品の

「NANO ACQUA」、ベースメイクの

「ACQUA FAIRY」及び健康食品の

「BE ACQUA」と３ブランドの商品の

ラインナップを拡充するとともに、

ホームページのリニューアル等新規

顧客の獲得を効率的に行うためのイ

ンターネットを活用したマーケティ

ングの強化などにより、登録顧客数

および販売は順調に伸びておりま

す。システム事業を行うアーツテク

ノロジー株式会社は、事業ドメイン

をＥＣ分野に特化させ、システム開

発のみならず、ＥＣ分野におけるサ

ービスプロバイダーとして、ＥＣ事

業者向けの各種周辺サービスの事業

モデルを構築しております。 

 また、（重要な後発事象）に記載

のとおり、子会社としてスポーツ用

品及び関連商品の輸入販売を行うユ

ーロスポーツ株式会社を設立し、新

規事業にも取り組んでおります。 

  

 当社は、前事業年度において、継

続企業の前提に重要な疑義を抱かせ

る事業又は状況の記載をいたしまし

たが、当中間会計期間においても営

業損失59,745千円（前中間会計期間

は79,381千円の損失）、経常損失

83,574千円（前中間会計期間は

91,135千円の損失）、中間純損失

430,387千円（前中間会計期間は

61,776千円の損失）と継続的に営業

損失、経常損失及び中間純損失を計

上しております。 

 当該状況により、継続企業の前提

に関する重要な疑義が存在しており

ます。なお、当社は持株会社であり

子会社からの収入を主要な財源とす

るため、以下では持株会社としての

経営計画及び子会社の事業について

説明いたします。  

 このような状況を解消すべく以下

の経営計画を実施しております。 

１．事業の選択と集中 

 当社グループにおいてシナジー効

果の見込めない事業からの撤退とコ

ア事業への経営資源の集中を図って

おります。 

 具体的には、平成18年8月31日にシ

ステム事業を行う連結子会社アーツ

テクノロジー株式会社の当社保有全

株式をソフィア総合研究所株式会社

へ譲渡いたしました。 

 また、連結子会社が行うスポーツ

関連事業については、グループの事

業戦略の見直しを行った結果、平成

18年11月29日の取締役会において、

HEAD INTERNATIONAL GMBH社と締結し

ている日本市場における独占的なデ

ィストリビューション契約及び

HEAD SPORT AG社と締結しているライ

センス契約を解除し、当該事業から

撤退することを決議いたしました。 

 以上のとおり、シナジー効果の見

込めない事業から撤退し、当社グル

ープのコア事業であるコミュニケー

ション・セールス事業へ経営資源を

集中することにより黒字化を図って

まいります。 

 当社グループは、前連結会計年度

237,598千円の当期純損失を計上し、

当連結会計年度においても90,804千

円の当期純損失となっております。

このため、持株会社であり、子会社

からの収入を主要な財源とする当社

においても継続企業の前提に関する

重要な疑義が存在していますが、財

務諸表は継続企業を前提として作成

しており、このような重要な疑義の

影響を財務諸表には反映していませ

ん。 

 当該状況に対応し、また新規事業

及びＭ＆Ａ事業に対する投融資や当

社グループの財務基盤の強化・改善

を図るため、前事業年度において、

円建転換社債型新株予約権付社債

700,000千円を発行し、当事業年度末

までに本社債700,000千円すべてに係

る新株予約権の権利行使を受け、資

本金及び資本準備金がそれぞれ

350,000千円増加しております。 

 また、2006年３月15日に、ユーロ

円建無担保転換社債型新株予約権付

社債額面総額2,000,000千円を発行

し、2006年５月末までに本社債

450,000千円に係る新株予約権の権利

行使を受け、資本金および資本準備

金がそれぞれ225,000千円増加してお

ります。ただし、本社債総額

2,000,000千円のうち1,000,000千円

は、エスクロー契約に基づくエスク

ロー代理人であるHammondsの口座に

預託されているものであり、社債の

転換に応じて当社の口座に送金され

るものであります。さらに、重要な

後発事象に記載のとおり、本社債の

未償還額のうち、550,000千円を2006

年６月15日に繰上償還しておりま

す。 

 事業の状況については、当社を持

株会社として、経営の効率化・体質

強化を継続的に図っております。 

 



前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 当社はコミュニケーション・セー

ルス事業とシステム事業の強化を図

るとともに、今後は、既存事業とシ

ナジー効果を図ることのできる企業

を中心にＭ＆Ａによる事業提携を積

極的に推進しております。 

 また、新規事業に意欲的に取り組

み、市場の変化に柔軟に対応しなが

ら将来の収益の柱を育てて参りたい

と考えており、当社のマーケティン

グ力を生かせる分野に積極的に臨み

収益の拡大を目指しております。 

２．コミュニケーション・セールス

事業の収益基盤の強化 

 コミュニケーション・セールス事

業を行う株式会社フェヴリナにおい

ては、「新規顧客の獲得」・「既存

顧客の囲い込み」・「新商品の開

発」・「ブランディング」を基本方

針として掲げております。特に「既

存顧客の囲い込み」・「新商品の開

発」の２つを強化していくため、デ

ータベースマーケティングを一層強

化し、次の施策につなげてまいりま

す。当中間会計期間の新商品とし

て、４月に「フェイシャルマスクシ

ート」、７月に「ナノホワイトエッ

センス」を発売しました。特に「ナ

ノホワイトエッセンス」は夏の時期

のＵＶ対策、美白効果の訴求により

好調な売上で推移いたしました。当

中間会計期間の取り組みのひとつで

ある顧客セグメンテーションに注力

したことにより、顧客の囲い込み強

化につながり、リピーターに対する

売上高は前年同期比13％増となり、

当中間会計期間における同事業の売

上及び利益目標を達成いたしまし

た。 

３．持株会社における経費削減 

 事業の選択と集中と平行して、持

株会社である当社の人件費をはじめ

とする間接コスト削減を順次進めて

おります。 

 中間財務諸表は、継続企業を前提

として作成しており、このような重

要な疑義の影響を中間財務諸表には

反映しておりません。 

 コミュニケーション・セールス事

業を行う株式会社フェヴリナにおき

ましては、商品のラインナップを拡

充するとともに、ウェブサイトのリ

ニューアル等新規顧客の獲得を効率

的に行うためインターネットを活用

したマーケティングの強化などによ

り、登録顧客数および売上は順調に

推移しております。また、データベ

ースマーケティングの強化により既

存顧客を囲い込むためのＤＭのレス

ポンスが増加し再販率が向上しまし

た。さらに当連結会計年度における

「オートシップコース」の継続数が

向上し、売上の安定につながりまし

た。 

 システム事業を行うアーツテクノ

ロジー株式会社では、事業ドメイン

をＥＣ分野でのＡＳＰサービス及び

パッケージ販売を核としたシステム

開発、並びにサイト構築・マーケテ

ィング活動におけるコンサルテーシ

ョン及び業務運用・物流支援・コー

ルセンター窓口・決済等の関連サー

ビスを全て提供するサービスプロバ

イダーとして、ＥＣ事業者向けの各

種サービスの事業モデルを展開して

まいりました。また、当連結会計年

度にはプライバシーマーク認証のコ

ンサルテーション及び認証資格取得

支援サービスを新規事業として立ち

上げ、事業の拡大に努めてまいりま

した。 

 スポーツ関連事業を行うユーロス

ポーツ株式会社は平成17年11月１日

に設立しました。同月25日に営業を

開始し、顧客との販売契約を結び、

順調に販売を行なっております。平

成18年３月にはニューモデルラケッ

トを投入し、堅調な売上を計上して

おります。 

 以上の通り、当社はコミュニケー

ション・セールス事業、システム事

業及びスポーツ関連事業の強化を図

り、当社グループの収益の拡大を目

指しております。 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 １．資産の評価基準及び評価

方法  

 (1)有価証券 

   子会社株式 

    移動平均法による原価法 

 (2)たな卸資産 

   仕掛品 

    個別法による原価法 

(1)有価証券 

   子会社株式 

       同左 

 ────── 

  

  

(1)有価証券 

  子会社株式 

       同左 

 ────── 

２．固定資産の減価償却の方法 有形固定資産 

   定率法を採用しております。

  なお、主な耐用年数は次のと

 おりであります。 

  建物付属設備 10～15年 

  工具器具備品 ４～６年 

有形固定資産 

       同左 

有形固定資産 

  定率法を採用しております。 

  なお、主な耐用年数は次のと 

 おりであります。 

  工具器具備品 ４～６年 

３．引当金の計上基準 貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備える

ため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。 

貸倒引当金 

       同左 

貸倒引当金 

       同左 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

５．その他中間財務諸表(財務

諸表)作成のための基本とな

る重要な事項 

(1)消費税等の会計処理 

  消費税等の会計処理は、税抜 

 方式によっております。 

(2)連結納税制度 

  連結納税制度を適用しており 

 ます。 

(1)消費税等の会計処理 

      同左 

  

(2)連結納税制度 

      同左 

(1)消費税等の会計処理 

       同左 

  

(2)連結納税制度 

       同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更  

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 （固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間会計期間より、固定資産の減損に係る

会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準

の設定に関する意見書」（企業会計審議会 

平成14年８月９日）及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第６号 平成15年10月31日）を適用し

ております。これによる損益に与える影響は

ありません。 

  ─────  （固定資産の減損に係る会計基準） 

当事業年度より、「固定資産の減損に係る会

計基準」（「固定資産の減損に係る会計基準

の設定に関する意見書」（企業会計審議会 

平成14年８月９日）及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第６号 平成15年10月31日））を適用

しております。これによる損益に与える影響

はありません。 

  ─────  （貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準） 

 当中間会計期間から「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準」（企業会計基

準第5号 平成17年12月9日）および「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準適用指針第8号 

平成17年12月9日）を適用しております。従

来の資本の部に相当する金額は463,212千円

であります。 

 なお、当中間会計期間における中間貸借対

照表の純資産の部については、中間財務諸表

等規則の改正に伴い、改正後の中間財務諸表

等規則により作成しております。 

  ───── 

  ─────  （繰延資産の会計処理に関する当面の取扱

い） 

 当中間会計期間より、「繰延資産の会計処

理に関する当面の取扱い」（企業会計基準委

員会 平成18年8月11日 実務対応報告第19

号）を適用しております。 

 なお、これによる損益に与える影響はあり

ません。  

  ─────  

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

（中間貸借対照表） 

 「未払金」は前中間会計期間まで、流動負債の

「その他」に含めて表示しておりましたが、当中間

会計期間末において資産の総額の100分の５を超えた

ため、区分掲記しました。 

 なお、前中間会計期間末の「未払金」の金額は

36,216千円であります。 

 ───── 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

─────  
  

─────
  

※１  ユーロ円建無担保転換社債型新株予約
権付社債の発行による、調達額のうち、
1,600,000千円については、資金使途を新規
事業及びＭ＆Ａに対する投融資に限定してお
り、使途を変更する場合には社債権者との協
議が必要となります。また、そのうち長期預
け金1,000,000千円についてはエスクロー契
約書に基づくエスクロー代理人である
Hammondsの口座に預託されているものであり
ます。 
  

※２ 有形固定資産の減価償却累計額 

※３ 消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は、相殺の

うえ、金額的重要性が乏しいため、流動資産

の「その他」に含めて表示しております。 

  427千円

※２ 有形固定資産の減価償却累計額 

※３ 消費税等の取扱い 

同左 

     1,114千円

※２ 有形固定資産の減価償却累計額 

───── 

  

     810千円

４．偶発債務 

 債務保証 

 次の関係会社について、金融機関からの借

入に対し債務保証を行っております。 

───── 

  

───── 

  

保証先 
金額 
（千円） 

内容 

サイトデザイン㈱ 110,500 借入債務 

合計 110,500 － 

  



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ※１ 営業外収益のうち主要なもの  ※１ 営業外収益のうち主要なもの  ※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 1,103千円 受取利息      409千円 受取利息   3,120千円

社債発行差金償却     805千円

受取出向者収入 1,843千円

過年度支払手数料値引額 10,000千円

 ※２ 営業外費用のうち主要なもの  ※２ 営業外費用のうち主要なもの  ※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 723千円

社債発行費償却 8,140千円

本社移転費用 4,449千円

株式交付費    1,703千円

社債発行費償却   22,781千円

支払利息      934千円

新株発行費    1,255千円

社債発行費償却   21,198千円

本社移転費用   4,449千円

消費税等免税額   3,778千円

 ──────  ※３ 特別利益のうち主要なもの  ────── 

 関係会社株式売却益  17,999千円

前期損益修正益   7,050千円

(過年度売上原価修正)  

 

   ※４ 特別損失のうち主要なもの  ※４ 特別損失のうち主要なもの 

────── 関係会社株式評価損   39,999千円

貸倒引当金繰入額  325,400千円

前期損益修正損   15,633千円

減損損失   3,736千円

関係会社株式評価損   79,999千円

貸倒引当金繰入額   56,600千円

固定資産除却損   714千円

 ──────  ※５ 前期損益修正損の内訳及び金額は以下

のとおりであります。 

過年度売上修正  12,300千円

過年度社債発行費修正 3,333千円

 ────── 

 ──────  ※６ 当中間会計期間において減損損失を計

上しております。 

場所 用途 種類 金額 (千円）

東京都渋谷区 

システム 

事業用資産 

建物 1,791 

工具器具備

品  
666 

  リース資産 1,278 

 ────── 

   当社は事業の種類別を基礎として資産のグ

ルーピングを行なっております。当該事業用

資産について、帳簿価格を減額し当該減少額

を減損損失（3,736千円）として特別損失に計

上いたしました。 

 なお、当中間会計期間において減損損失の

測定に使用した回収可能額は正味売却価額で

あり、零としております。 

  

 ７ 減価償却実施額  ７ 減価償却実施額  ７ 減価償却実施額 

有形固定資産 198千円 有形固定資産    303千円 有形固定資産    581千円



（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 （注）普通株式の自己株式数の増加5.08株は、転換社債の転換により発生した端株の買取によるものであります。 

自己株式の種類及び株式数に関する事項   

 
前事業年度末 

株式数（株） 

当中間会計期間 

増加株式数（株） 

当中間会計期間 

減少株式数（株） 

当中間会計期間末 

株式数（株） 

 普通株式（注） 10.04 5.08 － 15.12 

合計 10.04 5.08 － 15.12 



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

 
取得価額相

当額 

  

減価償却累

計額相当額 

  

中間期末残

高相当額 

  

 千円 千円 千円 

工具器
具備品 

2,796 1,398 1,398 

合 計 2,796 1,398 1,398 

 
取得価額

相当額 

減価償却

累計額相

当額 

減損損失

累計額相

当額 

中間期末

残高相当

額 

 千円 千円 千円 千円 

工具器
具備品 

2,796 1,518 1,278 － 

合 計 2,796 1,518 1,278 － 

 
取得価額相

当額 

  

減価償却累

計額相当額 

  

期末残高相

当額 

  

 千円 千円 千円 

工具器
具備品 

2,796 1,553 1,243 

合 計 2,796 1,553 1,243 

２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料中間期末残高相当額等 

 未経過リース料中間期末残高相当額 

２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内 316千円

１年超 1,278千円

 合計 1,594千円

１年内 337千円

１年超 941千円

 合計 

リース資産減損勘

定の残高 

1,278千円

1,278千円

１年内    326千円

１年超    1,112千円

合計   1,439千円

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額

及び減損損失 

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額

及び減損損失 

支払リース料 204千円

減価償却費相当額 155千円

支払利息相当額 53千円

支払リース料 204千円

リース資産減損勘定

の取崩額 - 千円

減価償却費相当額 - 千円

支払利息相当額 43千円

減損損失 1,278千円

支払リース料       408千円

減価償却費相当額    310千円

支払利息相当額    101千円

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

同左 同左 

５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相

当額との差額を利息相当額とし、各期への

配分方法については、利息法によっており

ます。 

同左 同左 

(減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありま

せん。 

  (減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありま

せん。 

  



（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のある

ものはありません。 

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,307.85円 

１株当たり中間純損失

金額 
142.49円 

１株当たり純資産額 985.86円 

１株当たり中間純損失

金額 
927.97円 

１株当たり純資産額 1,217.71円 

１株当たり当期純損失

金額 
583.55円 

  なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式は存在するものの中間純損失を計

上しているため記載しておりませ

ん。 

  なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式は存在するものの中間純損失を計

上しているため記載しておりませ

ん。 

  なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式は存在するものの当期純損失を計

上しているため記載しておりませ

ん。  

  
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

中間（当期）純損失（千円） 61,776 430,387 253,761 

普通株主に帰属しない金額 

（千円） 
－ － － 

普通株式に係る中間（当期）純損

失（千円） 
61,776 430,387 253,761 

期中平均株式数（株） 433,541 463,791 434,854 

希薄化効果を有しないため、潜在

株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益の算定に含めなかった

潜在株式の概要 

新株予約権８種類（新株

予約権の数36,109個）。 

  なお、新株予約権の概

要は、「第４.提出会社

の状況 1.株式等の状況

(2) 新株予約権等の状

況」に記載のとおりであ

ります。 

新株予約権８種類（新株

予約権の数22,123個）。 

  なお、新株予約権の概

要は、「第４.提出会社

の状況 1.株式等の状況

(2) 新株予約権等の状

況」に記載のとおりであ

ります。 

新株予約権９種類（新株

予約権の数23,013個）。 

  なお、新株予約権の概

要は、「第４.提出会社

の状況 1.株式等の状況

(2) 新株予約権等の状

況」に記載のとおりであ

ります。 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

ユーロスポーツ株式会社の設立 

 平成17年10月27日開催の取締役会に

おいて、ＨＥＡＤ及びＰｅｎｎのディ

ストリビューション契約並びにライセ

ンス契約を締結し、スポーツ用品及び

関連商品の輸入販売を行う子会社を新

たに設立することを決議致しました。 

１．新会社設立の目的 

  当社は、既存事業の成長ととも

に、新事業領域への進出も視野に入

れ、Ｍ＆Ａ及び新規事業の立上げを通

じてグループの成長を目指しておりま

す。特に、当社グループの強みである

マーケティング力を活用できる優れた

商品力やブランド力の獲得を目指し、

更なる事業拡大に取り組んでまいりま

した。 

 このたび、世界的なトップブランド

であるＨＥＡＤ及びＰｅｎｎのスポー

ツ関連事業におきまして、ＨＥＡＤ 

ＩＮＴＥＲＮＡＴＩＯＮＡＬ ＧＭＢ

Ｈ社及びＨＥＡＤ ＳＰＯＲＴ ＡＧ社

と日本市場において独占的なディスト

リビューション契約及びライセンス契

約を締結することと致しました。これ

により、当社では新事業を立上げるに

あたり新会社を設立することと致しま

した。今後は、新会社において当社グ

ループのマーケティング力を活用し、

お客様に「満足」を超えた「感動」を

提供することを目的とし、幅広いビジ

ネス展開を目指してまいります。 

２．新会社の概要 

商  号：  ユーロスポーツ株式会社 

事業内容：  スポーツ用品及び関連商 

            品の輸入販売 

設立年月日：平成17年11月1日 

営業開始日：平成17年11月25日 

本店所在地：東京都千代田区麹町一丁 

            目8番7号 

代表者名：  代表取締役 武笠 広幸 

資本金：  4,000万円 

従業員数： 20名   

決算期：  3月末 

設立に際し 

ての発行株 

式総数：  800株 

株  主： 当社100％ 

スポーツ関連事業の撤退について 

 平成18年11月29日の取締役会におい

て、スポーツ関連事業を行う連結子会

社ユーロスポーツ株式会社について、

グループの事業戦略の見直しを行った

結果、HEAD INTERNATIONAL GMBH社と

締結している日本市場における独占的

なディストリビューション契約及び

HEAD SPORT AG社と締結しているライ

センス契約を解除し、当該事業から撤

退することを決議いたしました。 

１．スポーツ関連事業の内容及び規模

（セグメント情報）a．事業の種

類別セグメント情報に記載のとお

りであります。 

２．撤退の時期 

 平成18年12月末（予定） 

（2010年満期ユーロ円建無担保転換社

債型新株予約権付社債の一部繰上償還

について） 

 平成18年３月15日に発行いたしまし

た2010年満期ユーロ円建無担保転換社

債型新株予約権付社債に関して、本社

債の発行要項に基づいて、割当先であ

るAIG-FP Structured Finance

(Cayman) Limitedに対し、以下の通

り、未償還額の一部を繰上償還致しま

した。 

  

(1)繰上償還した社債の銘柄 

株式会社ＳＤホールディングス

2010年満期ユーロ円建無担保転換

社債型新株予約権付社債 

(2)繰上償還日 

平成18年６月15日 

(3)繰上償還額面金額 

550,000,000円 

(4)償還価格 

額面100円につき金100円 

(5)償還のための資金調達の方法 

 今回の繰上償還原資には、余裕

資金を充当するため当該繰上償還

による業績に与える影響はないと

考えております。 

  

本社債の概要 

（平成18年５月31日現在） 

(1)発効日   2006年３月15日

（ロンドン時間） 

(2)発行総額  20億円 

(3)転換総額  450,000,000円 

(4)未償還残高 1,550,000,000円 

(5)償還期限  2010年３月31日

（ロンドン時間） 

(6)利率    本社債に利息は付

さない 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

（１）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第３期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 平成18年６月23日関東財務局長に提出 

（２）臨時報告書  

平成18年８月14日関東財務局長に提出 

証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（特定子会社の異動）の

規定に基づく臨時報告書であります。 

  

（３）訂正報告書  

平成18年８月25日関東財務局長に提出 

平成17年８月14日提出の臨時報告書（特定子会社の異動）に係る訂正報告書であります。  

  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月２０日

株式会社ＳＤホールディングス 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ＳＤホール

ディングスの平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１７年４月１日から平成

１７年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及

び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社ＳＤホールディングス及び連結子会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会

計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示

しているものと認める。 

  

追記情報 

 継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は前連結会計年度237,598千円の当期純損失を計上し、当中間連結会計期間にお

いても62,862千円の中間純損失を計上しており、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況を解消すべく実施し

た資金調達及び今後の経営計画の状況は当該注記に記載されている。会社の作成した中間連結財務諸表は継続企業を前提として作成

されており、このような重要な疑義の影響を中間連結財務諸表には反映していない。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 川 田 増 三 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 坂 本 裕 子 

      



独立監査人の中間監査報告書 

 平成18年12月12日 

  株式会社ＳＤホールディングス  

 取締役会 御中    

 三優監査法人  

 
代表社員 

業務執行社員 
 公認会計士 杉田  純  

 業務執行社員  公認会計士 吉川 秀嗣 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社ＳＤホールディングスの平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平

成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結

損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中

間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社ＳＤホールディングス及び連結子会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する中間連結会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの

状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

１．継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は継続的に重要な営業損失、経常損失及び中間純損失を計上して

おり、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画は当該注記に記載されてい

る。中間連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を中間連結財務諸表に

は反映していない。 

２. 重要な後発事象に関する注記に記載のとおり、会社は平成18年11月29日の取締役会においてスポーツ関連事業から撤

退することを決議している。 

３．中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当中間連結会計期間より「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指

針」を適用しているため、当該会計基準により中間連結財務諸表を作成している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出

会社)が別途保管しております。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月２０日

株式会社ＳＤホールディングス 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ＳＤホール

ディングスの平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第３期事業年度の中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１

７年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社ＳＤホールディングスの平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年４月１日から

平成１７年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は前連結会計年度237,598千円の当期純損失を計上し、当中間連結会計期間にお

いても62,862千円の中間純損失を計上している。このため、持株会社である会社においても、継続企業の前提に関する重要な疑義が

存在している。当該状況を解消すべく実施した資金調達及び今後の経営計画の状況は当該注記に記載されている。会社の作成した中

間財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を中間財務諸表には反映していない。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 川 田 増 三 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 坂 本 裕 子 

      



独立監査人の中間監査報告書 

 平成18年12月12日 

  株式会社ＳＤホールディングス  

 取締役会 御中    

 三優監査法人  

 
代表社員 

業務執行社員 
 公認会計士 杉田  純  

 業務執行社員  公認会計士 吉川 秀嗣 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社ＳＤホールディングスの平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第４期事業年度の中間会計期間（平成

１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び

中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社ＳＤホールディングスの平成１８年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平

成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

１．継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は継続的に重要な営業損失、経常損失及び中間純損失を計上して

おり、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画は当該注記に記載されてい

る。中間財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を中間財務諸表には反映し

ていない。 

２．重要な後発事象に関する注記に記載のとおり、会社は平成18年11月29日の取締役会においてスポーツ関連事業から撤

退することを決議している。 

３．中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当中間会計期間より「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準」及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」を適用

しているため、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 

  

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出

会社)が別途保管しております。 
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